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  「（第２次）滋賀県食の安全・安心推進計画（原案）」に対して 

提出された意見・情報とそれらに対する県の考え方について 

１ 県民政策コメントの実施結果 

    平成30年12月19日(水)から平成31年１月18日(金)までの間、滋賀県民政策コメント制度に関 

する要綱に基づき、「（第２次）滋賀県食の安全・安心推進計画（原案）」について意見・情 

報の募集を行った結果、11名（３団体含む）から延べ17件の意見・情報が寄せられました。 

    これらの意見・情報について、内容ごとに整理し、それらに対する滋賀県の考え方を示します。 

    なお、取りまとめにあたり、提出された意見等の一部は、その趣旨を損なわない範囲で内容 

を要約したものとなっています。 

２ 提出された意見・情報の内訳 

章 項目 件数 

第１ 食の安全・安心推進計画の基本的な考え方 １ 

第２ 食の安全・安心に関わる現状と課題 ０ 

第３ 食の安全・安心を確保するための施策 １５ 

第４ 附属資料 ０ 

施策を実施するうえで参考とさせていただく意見・情報 １ 

合  計 １７ 

３ 提出された意見・情報とそれらに対する滋賀県の考え方 

番号 頁 施策 No. 意見・情報の概要 意見等に対する県の考え方 

１ 

２ ４ 取組体

制と役割 

(１)県民 

（消費者） 

 

県民(消費者)の役割が明記され

ていることから、家庭における食品

の管理や注意事項についての周知

をお願いします。            

県民（消費者）の責務や役割につい

ては、２ページに明記しております。 

具体的な、家庭における食品の管理

や注意事項などについては、意見交換

会や講習会・研修会等の機会を捉え

て、周知してまいります。 

２ 

13 施策２ 

 

食中毒の発生予防の対策を食材

の販売店、飲食店に指導いただきた

い。 

            

具体的な取組①に記載のとおり、食

中毒リスクに応じた事故防止対策を

実施します。 

特に、近年発生の多いカンピロバク

ター食中毒対策として鶏肉の生食提

供飲食店や販売店へ、アニサキス食中

毒対策として生鮮魚介類の販売店等

へ、重点監視を実施し、事故防止対策

を指導します。 

３ 

13 施策２ 

(施策 13) 

子どもたちに小さい時から食中

毒に対する教育をするような取組

はされるのか。 

具体的な取組②に記載の食中毒予

防講習会を、子どもたちに対しても行

うとともに、施策 13 の食育の一環と

して、手洗い教室等を通じて衛生知識 

の啓発を行います。 
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番号 頁 施策 No. 意見・情報の概要 意見等に対する県の考え方 

４ 

13 施策２ 

(施策 15) 

原案６ページに記載されている

とおり滋賀県の食中毒事件数・患者

数は全体としては減少傾向にある

ものの、カンピロバクター食中毒に

あっては最近５年間で増加してい

る。 

具体的な取組において、今後も鶏

肉の生食提供店等（対象：56施設）

を重点的に指導されるとのことで

あるが、近年の増加原因を分析した

うえで店舗指導を徹底されたい。 

また、鶏肉生食の危険性を未だ認

識していない消費者が多く存在し

ていると考えられるため、消費者啓

発についてはどのようにしていく

お考えか。 

           

具体的な取組①に記載の鶏肉の生

食提供店等への監視指導については、

３年前から実施しており、県が把握し

ている店舗においては、年々提供を自

粛する店舗が増えてきています。 

しかしながら、年々新たな店舗も増

加しているという実態から、今後は新

たな店舗も含め、現在把握している

56 店舗には引き続き、近年の増加原

因を分析したうえで指導します。 

また、御意見のとおり、鶏肉の生食

の危険性を未だ認識していない消費

者が、飲食店に対して鶏肉の生食メニ

ューを要望することから、具体的な取

組②の食中毒予防講習会等で啓発す

るとともに、施策 15 の具体的な取組

②の意見交換会等のテーマに取り上

げたり、③の情報提供において、種々

のマスメディアや広報媒体を活用し、

消費者とのリスクコミュニケーショ

ンを図ります。 

５ 

14,17 施策３,６ 栽培農産物・畜産物は経営管理も

非常に重要な課題となっていて、食

品としての安全管理をどのように

生産者に浸透させていくか、農林行

政との連携は極めて重要です。 

           

御意見のとおり、食品としての安全

管理は各食品の製造者のみならず、原

材料となる農産物・畜産物の生産者

も、当然取り組まなければならない課

題です。 

よって、農家には施策３で農業生産

工程管理（GAP）を、畜産農家には施

策６で農場 HACCPを、それぞれ農政水

産部と連携して、推進していきます。 

６ 

16 施策５ 

(施策 15) 

家族が食べる農作物は、最小限自

作で賄っていますが、昨今イノシシ

や猿の被害により、市販の物を買わ

なければなりません。 

店頭のものは綺麗ですが、農薬

等、どの程度使われているのかとて

も心配になります。 

安心して手にとれるよう検査し

てもらえるとありがたいです。 

           

施策５の具体的な取組に記載のと

おり、農政水産部の担当課と連携し、

農産物生産者に農薬の適正使用を指

導するとともに、引き続き店舗で販売

されている県内産農産物を抜取り、残

留農薬検査を実施します。併せて、輸

入農産物の残留農薬検査も実施しま

す。 

なお、近年、基準値を超えて農薬が

残留した事例はありませんが、依然と

して県民の不安が払しょくされない

現状にあることから、施策 15 の具体

的な取組②の意見交換会等のテーマ

に取り上げたり、③の情報提供におい 

て、種々のマスメディアや広報媒体を

活用し、県民の不安の払しょくに努め

ます。 
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番号 頁 施策 No. 意見・情報の概要 意見等に対する県の考え方 

７ 

20 施策９ 食品衛生監視員の資質の向上に

努めるとありますが、同時に職員の

確保が必要です。 

県民の健康確保がかかっている

のですからきめ細かい行政が必要

です。 

御意見のとおり、食の安全の確保に

は、食品衛生監視員による監視・指導

が不可欠であることから、必要な監視

体制を整えるとともに、個々の食品衛

生監視員が研修等を受講し、資質向上

に努めます。 

８ 

20,21 施策９,10 食の安全確保は、第一義的には事

業者の衛生管理が大切です。  

高度衛生管理の HACCP に基づく

管理強化をお願いします。 

           

施策９では全ての食品製造工場に、

施策 10 では全ての飲食店や食品販売

店等に対して、HACCPに沿った衛生管

理を取り入れ、実施されるよう「衛生

管理計画」の作成支援や指導に取り組

みます。 

９ 

21 施策 10 地元の直売所で働いているが、直

売所で販売している食品を作って

いるような小規模の事業者でも、

HACCP管理が必要か。 

           

平成 30 年 6 月に食品衛生法が改正

され、全ての食品等事業者は、施設毎

に取り扱う食品の特性等に応じた衛

生管理（HACCPに沿った衛生管理）が

義務となったことから、小規模事業者

であっても必要です。 

10 

21 施策 10 滋賀県だけのことではないが、喫

煙しながら調理また食品を扱う者

を見かけるので、食品への異物混入

の原因とならないよう、このような

行為をやめさせるような取組を実

施していただきたい。 

御意見のとおり、たばこの吸い殻等

は食品への異物混入の原因となりう

ることから、事業者の自主衛生管理に

おける従事者の衛生管理として施設

ごとに定めるよう、今後も指導しま

す。 

11 

21 施策 10 

(施策 15) 

飲食店営業は小規模なものが多

く、業種、取扱品目をはじめ衛生管

理レベルもまちまちであることか

ら、具体的な取組の実施にあたって

は、ある程度のきめ細かな対応が必

要と考える。 

なお、当団体はもとより食品の各

業界・団体においても自主衛生管理

の推進・向上を図っていく所存であ

るが、県当局の強力な指導および事

業での連携・協力を望む。 

併せて、食品関係事業者の動機付

けのためにも、HACCPの制度化につ

いて消費者への PRを強く要請した 

い。 

 

 

 

 

御意見のとおり、全ての食品等事業

者が HACCP に沿った衛生管理に取り

組む必要があるため、具体的な取組①

に記載のとおり、県内各保健所ごとに

講習会を開催することに加え、年３回

ある営業許可継続講習会や各種講習

会等の機会を捉え、「衛生管理計画」

の作成を支援します。 

また、食品衛生推進員と連携し、営

業者への周知と助言を実施するとと

もに、各食品関係団体とも連携し、随

時、講習会への講師派遣等にも協力し

ます。 

HACCPの制度化についての消費者へ 

の PRについては、施策 15の具体的な 

取組②の意見交換会等のテーマに取

り上げたり、③の情報提供において、

種々のマスメディアや広報媒体を活

用し、消費者にも HACCPが理解される

よう努めます。 
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番号 頁 施策 No. 意見・情報の概要 意見等に対する県の考え方 

12 

23 施策 12 私の子どもが乳製品のアレルギ

ーを持っているため、購入する食品

の表示は気を付けて見ていますが、

表示のルールが複雑で、乳の成分を

見落とすことがないか不安です。 

一般消費者向けのわかりやすい

講習会や啓発をやっていただきた

いです。 

具体的な取組②に記載のとおり、消

費者を対象とした食品表示講習会の

開催や講師派遣等を行います。 

13 

23 施策 12 食品表示法の経過措置期間終了

に伴い、栄養成分表示も義務化され

るが、現在作成中の計画において、

そのことに対する事業者への指導

等の取組はどこにあたるのか。 

           

具体的な取組②に記載のとおり、事

業者を対象とした栄養成分表示も含

む食品表示講習会の開催や講師派遣

等を行います。 

併せて、食品表示法の経過措置期間

が 2020年 3月末で終了することから、

具体的取組①に記載のとおり、関係事

業者に対して、通常監視や重点監視時

に適宜、表示に関する指導・助言を行

います。 

14 

23 施策 12 

(施策 15) 

間違いのない表示を食品製造者

に徹底することはもちろんのこと、

県民（消費生活者）に対して、効果

のある周知方法（講習会等、テレ

ビ・新聞等）を活用する。 

多くの消費者が容易に理解でき

るための講習会等を含めた施策を

展開してほしい。 

           

具体的な取組②に記載のとおり、消

費者または事業者を対象とした食品

表示講習会の開催や講師派遣等を行

います。なお、その際には、わかりや

すい内容に努めます。 

また、施策 15 の具体的な取組③の

情報提供において、種々のマスメディ

アや広報媒体を活用し、食品表示につ

いても発信します。 

15 

26 

 

 

 

 

 

 

施策 15 

(施策１) 

 

 

 

 

 

施策 15「食の安全・安心に関す

る情報提供と意見交換」の中で、県

民への安心を醸成する取り組みに

力を入れ、また、県内各自治体、他

府県とも連携し、推進計画の実効性

を確保いただくようお願いします。 

 

 

 

御意見４、６、11、14においても、

県民および事業者等への啓発や周知

の方法について御意見をいただいた

ことから、食に対する安心感の醸成に

つながる施策 15 の取組を充実させる

ため、以下のとおり修正します。 

(1) 施策の方向の３点目を、 

＜修正前＞ 

 食の安全・安心に関する正確で

わかりやすい情報を、速やかに

提供します。 

＜修正後＞ 

 食の安全・安心に関する正確で

わかりやすい情報を、種々のマ

スメディアや広報媒体を活用

し、積極的に情報発信します。 
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番号 頁 施策 No. 意見・情報の概要 意見等に対する県の考え方 

  

 

 

(2) 具体的な取組③ 

 ＜修正前＞ 

  ホームページ「食の安全情報」等

による情報提供 

 ＜修正後＞ 

  ホームページ「食の安全情報」や

県広報紙、テレビ、新聞等による情

報提供 

 なお、県内市町とは食育等の取組に

おいて、また、施策１の具体的取組③

に記載のとおり、関係自治体とは広域

連携協議会への参画により、県内関係

機関とは庁内連絡会議の開催により、

連携協力し、本計画の着実な実施に努 

めます。 

16 

26 施策 15 色々な機会を通じて情報提供が

なされていると思いますが、特定の

グループや団体の構成員を対象に

したような講習会等が開催されて

きたのではないかと思います。 

一般県民を対象にした講習会の

開催等、誰でも参加しやすいような

講習会等が必要です。           

御意見のとおり、具体的な取組②の

食の安全・安心に関する意見交換会や

③の講習会・研修会を開催するにあた

っては、県民（消費者）が参加したい

と思うようなテーマを選び、様々な手

法を活用して実施します。 

17 

  食の安全・安心についての提言で

すが、施策２と 10 について、従事

者 10 人以上の飲食店等の施設また

は大量食品販売店等の施設におい

て、専門知識を持つ調理師の存在は

大きいと考えています。 

食品衛生法の営業許可において

上記の施設においては調理師を必

ず置かなければいけないと県の条

例で制定するべきだと思います。 

施策２と 10 において食中毒の問

題と HACCP の問題を解消するには

調理師を活用しない手はないと思

います。今回の提言を真剣に考えて

いただきたい。 

営業施設には食品衛生責任者を置

くことが滋賀県食品衛生基準条例で

定められており、調理師はその資格要

件の１つです 

食品衛生責任者の責務は大きいこ

とから、「滋賀県食品衛生監視指導計

画」で定める食品衛生責任者の再教育

講習会を毎年開催し、今後も食品衛生

責任者の資質向上に努めていきます。 

なお、飲食店等への調理師の必置義

務については、県条例で定めるもので

はなく、国において法制化されるべき

ものと考えています。 

※ 意見等の該当頁等は、県民政策コメントで公表した「（第２次）滋賀県食の安全・安心推進 

計画（原案）」に沿っています。 


